
















This article tries to analyze trademark functions and the purpose of Japan's Trademark
Law. The article will conclude that the functions directly protected under the Trademark
Law are the source-identifying function and the guarantee function (including "the guarantee
function in broader sense"), that the contribution to the industrial progress, which is one of
two ultimate purposes of the law, is to be done with the protection of the source-identifying
function, and that the protection of the interest of consumers, which is the other ultimate
purpose, is to be done with the protection of the guarantee function.
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判平成10 - 7 - 16判タ983号264貢他、多数の裁判例がある。
6)小野昌延『商標法概説〔第2版〕』 (有斐閣、 1999年) 48頁など参照。ただし田村善之『商標法概説』 (1998年、弘










7)単一機能説を採るものに、木棚照一『国際工業所有権法の研究』 (日本評論社、 1989年) 303-304貢、 EEl村前掲注3)
4、 416頁、二重機能説を採ると考えられるものに、関谷巌「真正商品の並行輸入と商標権の侵害」慶鷹義塾大学

























































































































































































22)木棚前掲注7) 304頁、田村前掲注3) 4、 416貢oこの見解を疑問視するものに、石黒-憲「知的財産権と並行輸
入-BB S事件控訴審逆転判決を契機として(下)」貿易と関税43巻8号44頁以下、 50頁、 59貢注(102) (1995年)
SEE*
23)出所表示機能は公衆と企業者とをいわば形式的に結びつけるものであるが、実質的な品質保証機能の裏付けがなく




























24)紋谷暢男『無体財産権法概論〔第8版〕』 (有斐閣、 1999年) 19頁は、品質保証機能を「事業者に期待された、いわ
ば事実上の機能」であると説明する。同機能は商標法上の保護対象ではないという意味であろうか。そうであると
すると、本文に掲げたような理由で、賛成できない。


















































































































































































































39) See Swann & Davis, Dilution, An Idea Whose Time Has Gone; Brand Equity As Protectible Property,
The New/Old Paradigm, 84 TMR 267, 274 (1994).
40)田村前掲注3) 5頁参照。
41)小野前掲注6) 259頁は「いわゆる商標権の希釈化を侵害としてとらえることは、いわゆる著名な強い標章に関す
る商標権では解釈上可能であろう」としている。
42)具体的な解釈論については、宮脇前掲注38)参照。
290 国際公共政策研究 第5巻第1号
の保障への寄与があるoつまり品質表示として商標を有効に機能させしめるためにこそ、出
所表示機能が保護されなければならないのであるoそのような視点を欠けば、同機能の保護
は単なる私益保護を意味するものでしかなくなる。
冒頭に挙げたような、ブランドの価値に対する企業側の意識の高まりに伴い、商標を巡る
紛争も増加・多様化することとなるであろう。このような中で、商標の機能や商標法の目的
の再評価を試みることの意義は、決して小さくないと考える。
